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令和４年度概算要求の考え方

１ 周辺各国が防衛費の大幅な増額等により軍事力の強化を
図るなど、我が国周辺の安全保障環境がこれまでにない速
度で厳しさを増す中、宇宙・サイバー・電磁波といった新
領域における能力、海空領域における能力、多様な経空脅
威へ対処する総合ミサイル防空能力、スタンド・オフ防衛
能力、機動・展開能力、弾薬の確保や装備品の維持整備等、
こうした変化への対応に必要な防衛力を大幅に強化し、多
次元統合防衛力を構築。
あわせて、防衛分野での技術的優越の確保のため、必要
な体制及びゲーム・チェンジャーとなり得る技術等の研究
開発や防衛産業基盤を強化する。また、質の高い自衛隊員
の十分な確保や処遇改善等を通じた人的基盤の強化、日米
同盟・諸外国との安全保障協力を強化。

２ このような考え方に基づき、令和４年度においては「中
期防衛力整備計画（平成３１年度～平成３５年度）」（平
成３０年１２月１８日閣議決定）に定める各種事業の実施
をより一層加速し、防衛力を大幅に強化。

３ この際、既存の予算・人員の配分に固執することなく、
資源を柔軟かつ重点的に配分し、効果的に防衛力を強化。
さらに、あらゆる分野での陸海空自衛隊の統合を一層推進
し、縦割りに陥ることなく、組織及び装備を最適化。

４ 格段に厳しさを増す財政事情と国民生活に関わる他の予
算の重要性等を勘案し、我が国の他の諸施策との調和を図
りつつ、調達の効率化にかかる各種取組等を通じて、一層
の効率化・合理化を徹底。
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I 防衛関係費

(説明)
１．[ ]は、対前年度伸率（％）である。
２．上段は、SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費を除いたもの、下段（ ）内は含んだものである。総額における

その金額は、
SACO関係経費として、

令和3年度： 35億円 令和4年度： 事項要求
米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として、

令和3年度：1,826億円 令和4年度： 事項要求
３．デジタル庁・各府省共同プロジェクト型システムに係る経費として、令和3年度予算額には217億円、令和4年度概算要求額には138億円のデ

ジタル庁計上分を含む。
４．各府省システムに係る経費として、令和４年度概算要求額には72億円のデジタル庁計上分を含む。
５．SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分、Ｆ-15能力向上関係経費等について、事項要求としている。
６．長期契約として、令和３年度予算額には211億円、令和４年度概算要求額には122億円を含む。

【 新規後年度負担 】

【 歳出予算（三分類）】 （単位：億円）

（単位：億円）

区 分

令 和 ３ 年 度

予 算 額

令 和 ４ 年 度

概 算 要 求 額
対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

防衛関係費
５１，２３５
（５３，４２２）

５４７[１．１]
（２８９[０．５]）

５４，７９７
（５４，７９７）

３，５６２[７．０]
（１，３７４[２．６]）

人件・糧食費 ２１，９１９ ４９３[２．３] ２１，８８１ △３７[△０．２]

物件費
２９，３１６
（３１，５０４）

５４[０．２]
（△２０４[△０．６]）

３２，９１５
（３２，９１５）

３，５９９[１２．３]
（１，４１２[４．５]）

歳出化経費
１９，３７７
（２０，３７８）

４１[０．２]
（５２[０．３]）

２２，５１７
（２２，５１７）

３，１４０[１６．２]
（２，１３９[１０．５]）

一般物件費

（活動経費）

９，９３９
（１１，１２５）

１４[０．１]
（△２５７[△２．３]）

１０，３９８
（１０，３９８）

４５９[４．６]
（△７２７[△６．５]）

区 分

令 和 ３ 年 度
予 算 額

令 和 ４ 年 度

概 算 要 求 額対前年度
増△減額

対前年度
増△減額

新規後年度負担 ２４，０９０
（２５，９５１）

４０[０．２]
（３１８[１．２]）

２７，９６３
（２７，９６３）

３，８７３[１６．１]
（２，０１２[７．８]）

防衛関係費全般

(説明)
１．[ ]は、対前年度伸率（％）である。
２．計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある（以下同じ）。
３．上段は、SACO関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費等を除いたもの、下段（ ）内は含んだものである。総額におけ

るその金額は、
SACO関係経費として、

令和3年度： 144億円 令和4年度： 事項要求
米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として、

令和3年度：2,044億円 令和4年度： 事項要求 などである。
４．令和３年度予算額の人件費には、デジタル庁へ振り替える定員に係る0.4億円を含む。
５．デジタル庁・各府省共同プロジェクト型システムに係る経費として、令和３年度予算額には187億円（歳出化経費137億円、一般物件費49億円）、

令和４年度概算要求額には223億円（歳出化経費164億円、一般物件費59億円）のデジタル庁計上分を含む。
６．各府省システムに係る経費として、令和４年度概算要求額には111億円（歳出化経費44億円、一般物件費67億円）のデジタル庁計上分を含む。
７．SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分、Ｆ-15能力向上関係経費等について、事項要求としている。
８．令和４年度の為替レートは、1ドル＝110円である。
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Ⅰ 防衛関係費

歳出予算の総額の推移

4.944.934.924.924.944.944.93
4.88
4.83
4.794.78

4.74
4.704.684.664.65

4.68

4.78
4.82
4.86
4.90
4.94

5.01
5.07

5.12

5.48

4.954.944.934.94
4.964.964.95

4.90
4.86

4.814.804.784.774.794.78

4.71
4.75

4.88

4.98

5.05

5.13
5.19

5.26
5.31

5.34

5.48

4.50

5.00

5.50

SACO・再編・政府専用機・国土強靭化を除く（中期防対象経費）

SACO・再編・政府専用機・国土強靭化を含む

（単位：兆円）

歳出予算の伸率の推移

（単位：％）

区　分 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

SACO・再編・

政府専用機・

国土強靭化を除く

2.0 △ 0.3 △ 0.2 0.0 0.3 0.0 △ 0.3 △ 1.0 △ 1.0 △ 0.8 △ 0.2 △ 0.8 △ 0.8 

SACO・再編・

政府専用機・

国土強靭化を含む

2.1 △ 0.2 △ 0.2 0.1 0.4 0.0 △ 0.1 △ 1.0 △ 1.0 △ 0.9 △ 0.3 △ 0.5 △ 0.1 

区　分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

SACO・再編・

政府専用機・

国土強靭化を除く

△ 0.4 △ 0.4 △ 0.4 0.8 2.2 0.8 0.8 0.8 0.8 1.4 1.2 1.1 7.0 

SACO・再編・

政府専用機・

国土強靭化を含む

0.3 △ 0.3 △ 1.3 0.8 2.8 2.0 1.5 1.4 1.3 1.3 1.1 0.5 2.6 

周辺各国が防衛費の大幅な増額等により軍事力の強化を図るなど、我が国周辺の安全保障環境が
これまでにない速度で厳しさを増す中、必要な防衛力を大幅に強化し、多次元統合防衛力を構築す
るという考え方に基づき、令和４年度においては、各種事業の実施をより一層加速するため、中期
防対象経費として、歳出予算は３，５６２億円（７.０％）増の５兆４，７９７億円、新規後年度
負担は過去最大となる、３，８７３億円（１６.１％）増の２兆７，９６３億円を計上している。



Ⅱ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項

１ 宇宙・サイバー・電磁波等の領域における能力の獲得・強化

（１）宇宙領域における能力

我が国を取り巻く安全保障環境が格段に速いスピードで厳しさと不確実性を増す中、宇宙・サイバー・
電磁波を含む全ての領域における能力を有機的に融合し、平時から有事までのあらゆる段階における柔軟
かつ戦略的な活動の常時継続的な実施を可能とする防衛力を構築する。

領域横断作戦を実現するため、優先的な資源配分や我が国の優れた科学技術の活用により、宇宙・サ
イバー・電磁波といった新たな領域における能力を獲得・強化する。

ＳＳＡ（※）の強化

ミサイル防衛のための衛星コンステレーション活用の検討

注１：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き契約ベースである。
２：本文中の青字は、新規事業を表示している。
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○ ＳＳＡシステム等の整備（９０億円）
米軍及び国内関係機関等と連携した宇宙状況監視を行うため

に必要な関連器材等の取得等

※ ＳＳＡ：宇宙状況監視（Space Situational Awareness）

○ ＳＳＡ（※）衛星（宇宙設置型光学望遠鏡）の整備（３９億円）
・ 衛星地上システムの詳細設計
・ 衛星の製造・運用等に係る技術支援

○ ＳＳＡレーザー測距装置の取得（１８９億）
宇宙空間の安定的な利用を確保するため、低軌道の宇宙物体

をより正確に監視できるＳＳＡレーザー測距装置の取得

○ ＨＧＶ（※）探知・追尾衛星実証機の概念検討（４億円）
赤外観測衛星を多数配置した衛星コンステレーションにより、極超音速滑空兵器（ＨＧＶ）

等を宇宙から探知・追尾するシステムの実現に必要な技術実証を行うための実証機について、
概念検討を実施

※ ＨＧＶ：極超音速滑空兵器（Hypersonic Glide Vehicle）

○ 高感度広帯域な赤外線検知素子の研究（１２億円）（Ｐ29参照）

ＳＳＡ衛星（イメージ）

ＳＳＡレーザー測距装置（イメージ）

宇宙関連経費８４０億円※

※ 弾道ミサイル防衛関連経費の宇宙関連部分を除く。



宇宙を利用した情報収集能力等の強化

Ｘバンド防衛通信衛星（イメージ）

領
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Ⅱ

組織体制の強化
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宇宙利用における抗たん性の強化

○ 宇宙作戦群（仮称）の改編
・ 既存の宇宙作戦隊は、第１宇宙作戦隊（仮称）に改編し、宇宙空間の状況を常時継

続的に監視する体制を構築するため、要員を拡充
・ 我が国の人工衛星に対する電磁妨害状況を把握するため、第２宇宙作戦隊（仮称）

を新編するとともに、宇宙領域に関する装備品を維持管理する宇宙システム管理隊（
仮称）を新編

○ 衛星通信システムの抗たん性向上等（１０５億円）
・ Ｘバンド防衛通信衛星と他の商用通信衛星をシームレスに

活用できるシステムの構築等
・ 衛星コンステレーションを活用した衛星通信の実証を伴う

調査研究を実施
・ 各艦艇にみちびき対応機材を整備

○ 衛星コンステレーションによる移動目標の追尾のための
ＡＩ技術に係る研究（１億円）（Ｐ29参照）

○ 画像衛星データ等の利用（１７５億円）
・ 画像解析用データの取得（多頻度での撮像を可能とする

小型衛星コンステレーションを含む各種商用衛星等）
・ 海洋状況監視に資する衛星情報の取得

○ 衛星通信の利用（１３２億円）
・ 次期防衛通信衛星に関する調査研究を実施
・ Ｘバンド通信衛星の整備・維持
・ 商用通信衛星回線の借上げ、衛星通信器材の整備・維持等

衛星コンステレーションを活用した
衛星通信の実証試験（イメージ）



その他の宇宙政策に関する取組
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意見交換会の様子（イメージ）

多国間机上演習の様子（イメージ）

○ 諸外国との国際協力（１億円）
・ 米国コロラド州の米宇宙軍基地で実施する「Space100」課程等に要員を派遣し、宇宙全般
に関する知見を習得

・ 日米実務者意見交換会の実施
米軍の連合宇宙作戦センターを実地調査するとともに日米実務

者間で意見交換を行い、ＳＳＡ等の統合運用要領に関する情報を
取得

・ 宇宙分野における多国間机上演習等への参加
米国主催の宇宙分野における多国間机上演習（シュリーバー

演習等）に参加することにより、宇宙分野における多国間連携
を強化

（２）サイバー領域における能力

サイバー関連部隊の体制の強化

○ サイバー関連部隊の体制の強化
共同の部隊である自衛隊サイバー防衛隊（仮称）の増員をはじめ、サイバー関連部隊の体

制を拡充し、サイバー防衛能力を強化

サイバー人材の確保・育成

○ サイバー人材共通のスキル評価指標作成のための調査・研究
（０.６億円）

防衛省・自衛隊において、効果的・効率的にサイバー人材の確
保・育成を行うためのスキル評価指標を確立するため、民間や諸
外国におけるサイバー人材のスキル評価手法について調査・研究
を実施

実務者 橋渡し人材 指揮官

上級

中級

初級

イ
メ
ー
ジ

ス
キ
ル
分
野

テクノロジ メソドロジ

ス
キ
ル
Ａ

ス
キ
ル
Ｂ

ス
キ
ル
１

ス
キ
ル
２

… … … …

※ 弾道ミサイル防衛関連経費（宇宙関連部分のみ）３９１億円

サイバー関連経費３４５億円

サイバー人材共通のスキル評価指標
（イメージ）
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○ サイバーセキュリティ統括アドバイザーの採用（０．５億円）
部内教育では育成困難な高度サイバー人材を非常勤の国家公務員として雇用し、サイバー分野の

能力を強化

サイバーに関する最新技術の活用

○ サイバー攻撃へ対処する技術の研究（２５億円）（Ｐ30参照）

サイバー人材の訓練等

サイバー・セキュリティに関する
国際訓練等への参加（イメージ）

サイバー競技会の開催
（イメージ）

○ サイバー演習環境の整備（１２億円）
自衛隊の全てのサイバー関連部隊が利用できるサイバー攻撃

等への実戦的な訓練を行うための装置を増強

○ サイバーセキュリティに関するハイスキル人材の育成（０．１億円）
サイバーセキュリティに関する高度な知識・技能を有するハイスキル人材の育成を加速化するべ

く、部外教育機関を活用した教育を実施

サイバー演習環境の運用（イメージ）

○ 諸外国とのサイバー分野における連携強化（２億円）
・ サイバー・セキュリティに関する国際訓練等への参加

高度な教育や訓練等を通じて、国内では得ることが困難な技
術や知見を習得することにより、防衛省・自衛隊のサイバー攻
撃等対処能力を向上

・ サイバー競技会の開催
サイバーに関する能力向上のため、陸上自衛隊の通信学校が

主催し、各自衛隊のサイバー関連部隊や米軍等が参加するサイ
バー競技会を開催

・ ＮＡＴＯサイバー防衛協力センター主催のサイバー防衛演習
への参加
ＮＡＴＯサイバー防衛協力センター主催の対抗形式の多国間

サイバー防衛演習である「ロックド・シールズ」に参加

○ サイバー攻撃対処に係る部外力の活用（３８億円）
サイバー攻撃対処に関する高度な専門的知見を必要とする業務について、部外力を活用

○ サイバー分野における部外力の活用に関する調査・研究（０．３億円）
部外人材の安定的かつ効果的な活用のための新たな制度設計の資とするため、諸外国の軍及び防

衛当局でのサイバー分野における予備役、非常勤等の部外力活用の実態について調査・研究を実施
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システムの強靱化

○ 防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）クローズ系システムの防護機
能の強化（８０億円）
防衛省・自衛隊の共通通信インフラである防衛情報通信基

盤（ＤＩＩ）における防護機能を強化

○ システムネットワーク管理機能の整備（６４億円）
陸上自衛隊の全システムの防護、監視、制御等を一元

的に行うシステムを整備

※ ＳＮＭＳ：システム・ネットワークマネージメントシ
ステム

○ 制御システムのサイバーセキュリティに関する調査・
研究（０．１億円）
海上自衛隊の艦艇及び航空機で運用する制御システムに

対する脆弱性調査手法及びサイバー攻撃への対応策を改善
するため、制御システムのサイバーセキュリティに関する
調査・研究を実施

ＳＮＭＳ（※）の整備（イメージ）

（３）電磁波領域における能力

我が国に侵攻する相手方のレーダー等を無力化する能力の強化

○ スタンド・オフ電子戦機の開発（１８５億円）（Ｐ30参照）

○ 多用機ＵＰ－３Ｄの電子戦能力の向上（５６億円）
艦艇の電子戦訓練支援能力を向上するためＵＰ－３Ｄの搭

載機器の換装及び機体改修を実施

多用機（ＵＰ－３Ｄ）

スタンド・オフ電子戦機
（イメージ）

○ 艦艇の電波探知妨害装置の監視能力の強化（３億円）
航空機やミサイル等からの電波を探知し、無力化するための電波を照射する電波探知妨害装置を改修

し、監視能力を強化

○ 電子戦部隊の新編
平素から電波収集・分析を行い、有事においては相手の電波利用を無力化することで、各種戦闘を有

利に進める機能を強化
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我が国に対する侵攻を企図する相手方からの電磁波領域における妨害等に際して、その効果を局限
する能力の強化

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（８機：７７９億円）
電子防護能力に優れたＦ－３５Ａを取得し、航空優勢を確保
その他関連経費（整備用器材等）として、別途４１５億円を計上

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ｂ）の取得（４機：５２１億円）
電子防護能力に優れ、短距離離陸・垂直着陸が可能なＦ－３５Ｂ

を取得し、戦闘機運用の柔軟性を向上
その他関連経費（整備用器材等）として、別途２６８億円を計上

○ 戦闘機（Ｆ－１５）の能力向上（事項要求）
周辺諸国の航空戦力の強化に対応するとともに、防空等の任務に

適切に対応するため、スタンド・オフ・ミサイルの搭載、搭載弾薬
数の増加及び電子戦能力の向上等に必要な改修を実施

戦闘機（Ｆ－３５Ａ）

戦闘機（Ｆ－３５Ｂ）

戦闘機（Ｆ－１５）

電磁波領域における将来技術の導入に向けた研究

○ 高出力レーザーシステムの研究（３９億円）（Ｐ28参照）
高出力マイクロ波照射技術の実証

（イメージ）

ドローン
○ 高出力マイクロ波（ＨＰＭ（※））照射技術の実証（８６億円）
（Ｐ28参照）

※ ＨＰＭ：高出力マイクロ波（High Power Microwave）
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〇 電子戦評価技術の研究（４７億円）
（Ｐ30参照）

航空機等に搭載状態の
電子戦装備品

レーダー評価技術

通信電子戦評価技術

電子戦評価施設

電子戦評価技術の研究（イメージ）

電磁波に関する情報の収集・分析能力の強化

電波情報収集機（ＲＣ－２）

○ 電波情報収集機（ＲＣ－２）の機体構成品の取得（４５億円）
情報収集機能の強化のため、現有の電波情報収集機（ＹＳ－１

１ＥＢ）の後継として、受信電波周波数範囲の拡大や遠距離目標
収集能力の強化など能力向上した電波情報収集機（ＲＣ－２）の
機体構成品を取得

○ 次期電子情報収集機の情報収集システムの研究（１６億円）
（Ｐ30参照）

次期電子情報収集機の情報収集システムの研究
（イメージ）

○ 多用機用センサーシステムの搭載に関する調査研究（０.３億円）
多用機ＥＰ－３の減勢に伴う後継機（次期電子情報収集機）の開発に向け、海上自衛隊の多用機にＡＩ

を搭載するために必要な技術要件や支援システム等に関する調査研究を実施

電磁波管理能力の強化

○ 電磁波管理機能の整備（３億円）
陸自の指揮システムに、陸自内の周波数割当の最適化

を支援するための機能等を付与するとともに、統幕の中央
指揮システム等と連接することにより、電磁波管理能力を
向上
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○ 艦艇の電磁シグネチャ管理（０．４億円）
海上自衛隊の艦艇の電磁シグネチャを調査し、将来の艦艇設計の資とするための調査を実施

情報通信能力・情報共有態勢の強化

○ 戦術データリンクの整備（１４０億円）
目標情報の迅速な伝達・共有を図るため、艦艇及び航空機の戦術データリンクを整備

訓練演習、人材育成

○ 電波情報収集機（ＲＣ－２）用機上電波収集模擬システ
ムの取得（０．９億円）

電波情報収集機（ＲＣ－２）搭乗員の電波収集練度を向
上させるため、機上電波収集模擬システムを取得

○ 統合電子戦訓練の実施（０.２億円）
電磁波領域における運用能力を強化するため、陸海空自

衛隊の統合による電子戦訓練を実施 統合電子戦訓練の実施（イメージ）

米国における電子戦訓練
（イメージ）

○ 米国における電子戦訓練の実施（０.２億円）
陸自電子戦部隊の練度向上を図るため、米国における米

陸軍との共同訓練において、電子戦に関する訓練を実施

○ 米国の電子戦教育課程への要員派遣（４百万円）
米国で実施する電子戦運用幕僚課程に航空自衛隊の要員

を派遣し、電子戦運用に関する指揮・統制能力を習得

（４）その他全般的事項

システム・ネットワークの安定性の強化

○ 中央指揮システムの換装（９７億円）
防衛省・自衛隊が各種事態において迅速かつ柔軟に対応する

ため、陸・海・空自が保有する作戦上必要な情報を一元的に集
約・共有するなど、指揮統制を円滑に行うためのシステムを換
装

中央指揮システム（イメージ）
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領域横断作戦能力強化のための練成訓練

○ 日米の司令部レベルにおける領域横断作戦に係る指揮所訓練
陸上自衛隊と米陸軍がサイバー・電磁波といった新たな領域の対処要領を加えた共同指揮

所演習を実施し、陸自の領域横断作戦能力と米軍との連携要領を向上

○ 日米の部隊レベルにおける領域横断作戦に係る実動訓練
陸上自衛隊が米陸軍や米海兵隊と領域横断作戦を含めた訓練を実施し、日米間の連携強化

及び共同対処能力を向上

国内における米陸軍との実動訓練
（オリエントシールド）

国内における米海兵隊との実動訓練
（レゾリュートドラゴン）（イメージ）

日米共同方面隊指揮所演習
ＹＳ（ヤマサクラ）
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（１）海空領域における能力

２ 従来の領域における能力の強化

領域横断作戦の中で、宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力と一体となって、航空機、艦
艇、ミサイル等による攻撃に効果的に対処するため、海空領域における能力、スタンド・オフ防衛能
力、総合ミサイル防空能力、機動・展開能力を強化する。

常続監視態勢の強化

固定翼哨戒機（Ｐ－１）

哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）

○ 固定翼哨戒機（Ｐ－１）の取得（３機：７７６億円）
現有の固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の除籍に伴い、その後継とし

て能力を向上したＰ－１を取得
※ 探知識別能力、飛行性能、情報処理能力等が従来のＰ－１

より向上

○ 哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）の救難仕様改修
（２機：１１億円）
救難体制を維持するため、ＳＨ－６０Ｋを救難仕様に改修

○ 掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）の取得
（１機：５９億円）

増加する艦艇等への輸送任務に対応するため、新たにＭＣＨ
－１０１を取得

○ 自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）の能力向上（５４億円）
多様化・複雑化する経空脅威に対応するため、自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）に

ＡＩを導入し、指揮官の状況判断の迅速性及び確実性を向上

○ 艦載型ＵＡＶ（小型）に関する研究（性能試験）（６億円）
艦上運用可能なＵＡＶの、海自艦艇に対する艦載適合性及び

操作性を確認するため、民間企業が用意した器材を用いて性能
試験を実施

○ 滞空型ＵＡＶ（※）の試験的運用 （５０億円）
海上自衛隊における各種任務への適合性、有人機等との連携要領

及び省人化／省力化に寄与する導入のあり方を検証するため試験的
運用を実施

※ ＵＡＶ：無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle）

掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）



滞空型無人機（ＲＱ－４Ｂ）
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0４年度護衛艦（３，９００トン）
（イメージ）

「ひびき」型音響測定艦
（２，９００トン）

○ 掃海艦の建造（１隻：１３５億円）
機雷への対処能力を向上するとともに、船体を木造から耐久性

に優れたＦＲＰ製に進化させた掃海艦（「あわじ」型５番艦（６
９０トン））を建造

２９年度型潜水艦（３，０００トン）
（イメージ）

○ 海洋観測艦の建造（１隻：２８２億円）
海洋環境データの収集態勢を維持するため、海洋観測艦（２，

９００トン））を建造

○ 音響測定艦の建造（１隻：１９８億円）
海洋における音響情報の収集能力を向上させるため、音響測定

艦（「ひびき」型４番艦（２，９００トン））を建造

○ 潜水艦の建造（１隻：７２３億円）
潜水艦２２隻体制により、我が国周辺の海域における情報収集

・警戒監視を有効に実施するため、探知能力等が向上した潜水艦
（２９年度型潜水艦６番艦（３，０００トン））を建造

〇 偵察航空隊（仮称）の新編等
我が国から比較的離れた地域での情報収集や事態が緊迫した

際の空中での常時継続的な監視を実施し得るよう、滞空型無人機
（ＲＱ－４Ｂ）の運用態勢強化のため、臨時偵察航空隊を廃止し、
偵察航空隊（仮称）を新編

〇 哨戒艦の基本設計（４億円）
警戒監視に特化し、省人化運用可能な哨戒艦の導入に向けた

基本設計支援役務等

○ 護衛艦の建造（２隻：１，１１２億円）
護衛艦部隊の５４隻体制への増勢のため、従来は掃海艦艇が

担っていた機雷戦機能も具備する等、多様な任務への対応能力
の向上と船体のコンパクト化を両立した護衛艦（ＦＦＭ）（３
０年度型護衛艦９番艦及び１０番艦（３，９００トン））を建
造
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○ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の取得（１３６億円）
防空能力強化のため、低空目標や高速目標への対処能力

を向上させた０３式中距離地対空誘導弾（改善型）を取得

０３式中距離地対空誘導弾（改）

護衛艦「いずも」

〇 「いずも」型護衛艦の改修（６７億円）
着艦誘導装置の取得等

○ 戦闘機（Ｆ－２）の能力向上（２機改修：３２億円）
周辺諸国の海上・航空戦力の近代化に対応するとともに、各種

任務に適切に対応するため、１２式地対艦誘導弾能力向上型（空発
型）の搭載を含む対艦攻撃能力の向上・ネットワーク機能の向上等
に必要な改修を実施
※ その他関連経費（細部設計等）として、別途１６３億円を計上

戦闘機（Ｆ－２）

航空優勢の獲得・維持

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（８機：７７９億円）（Ｐ9参照）

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ｂ）の取得（４機：５２１億円） （Ｐ9参照）

○ 戦闘機（Ｆ－１５）の能力向上（事項要求）（Ｐ9参照）
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（２）スタンド・オフ防衛能力

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（８機：７７９億円） （Ｐ9参照）

○ 戦闘機（Ｆ－１５）の能力向上（事項要求）（Ｐ9参照）

○ 戦闘機（Ｆ－２）の能力向上（２機改修：３２億円）（Ｐ15参照）

○ １２式地対艦誘導弾能力向上型（地発型・艦発型・空発型）の開発（３７９億円）（Ｐ31参照）

○ 島嶼防衛用高速滑空弾の研究（１４５億円）（Ｐ31参照）

（３）総合ミサイル防空能力

次期戦闘機に関する取組

○ 次期戦闘機の開発（１，０４７億円） （Ｐ30参照）

○ 次期戦闘機関連研究（２３３億円）

・ 戦闘支援無人機コンセプトの検討（９８億円）（Ｐ29参照）

・ 戦闘機等のミッションシステム・インテグレーションの研究（９４億円）（Ｐ30参照）

弾道ミサイル防衛関連経費１，３９６億円

○ 自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）の能力向上（５４億円）（Ｐ13参照）

ネットワークの機能強化

センサーの能力向上

戦
略
企

○ ＨＧＶ探知・追尾衛星実証機の概念検討（４億円）（Ｐ4参照）

○ 高感度広帯域な赤外線検知素子の研究（１２億円）（Ｐ29参照）

○ ミサイル防衛のための滞空型無人機活用の検討（１億円）（Ｐ31参照）
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弾道ミサイル等対処訓練（イメージ）

○ 将来レールガンの研究（８５億円）（Ｐ29参照）

○ 基地防空用地対空誘導弾（改）及び新近距離地対空
誘導弾の開発（２６億円）（Ｐ31参照）

飛しょう体（共通）

基地防空用
地対空誘導弾（改）

新近距離
地対空誘導弾

（イメージ）

○ 弾道ミサイル等対処訓練の実施
弾道ミサイルに効果的に対処するため、弾道ミサイル等対処に係る

自衛隊の能力や日米共同対処能力を向上する弾道ミサイル等対処訓練
を実施

○ イージス・システム搭載艦に搭載するレーダー（ＳＰＹ－７）の洋上仕様変更（５８億円）
イージス・システム搭載艦に搭載するＳＰＹ－７の関連器材を洋上仕様に変更

○ 標準型ミサイルＳＭ－６の取得（２０７億円）
航空機や巡航ミサイルによる攻撃からの防護を目的としてイージス艦（「まや」型護衛艦）に

搭載する長距離艦対空ミサイルであるＳＭ－６を取得

その他

○ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の能力向上の研究（１億円）（Ｐ31参照）

シューター・誘導弾の機能強化・増勢

○ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の取得（１３６億円）（Ｐ15参照）

○ 能力向上型迎撃ミサイル（ＰＡＣ－３ＭＳＥ）の取得等（６１４億円）
弾道ミサイル防衛と巡航ミサイル等対処の双方に対応可能なＰＡＣ－３ＭＳＥミサイルを取

得するとともに、所要のＰＡＣ－３ミサイルを確保するための再保証（※）を実施
（※）耐用命数を迎える部品の交換及びミサイル全体の点検
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（イメージ）

（４）機動・展開能力

○ ＰＦＩ（※）船舶の活用による統合輸送態勢の強化
ＰＦＩ船舶を活用した部隊・装備品等の輸送訓練及び港湾

入港検証を実施して、同船舶の運用上の実効性を向上し、統
合輸送態勢を強化

※ ＰＦＩ：民間資金等活用事業（Private Finance Initiative）

ＰＦＩ船舶による統合輸送訓練

統合水陸両用作戦訓練における
海自輸送艦からのＡＡＶの発進

○ 石垣島における部隊配置
自衛隊配備の空白地域となっている島嶼部への部隊配備のため、石垣駐屯地（仮称）に警備

部隊、中距離地対空誘導弾部隊及び地対艦誘導弾部隊を配置

○ 輸送機(Ｃ－２)の取得（１機：２２４億円）
現有の輸送機（Ｃ－１）の減勢を踏まえ、航続距離や搭載重

量等を向上し、大規模な展開に資する輸送機（Ｃ－２）を取得

○ １６式機動戦闘車の取得（３３両：２３４億円）
各種事態において迅速かつ機動的な運用が可能である１６式

機動戦闘車を整備し、作戦基本部隊（師団・旅団）の機動展開
能力を強化

輸送機（Ｃ－２）

○ 統合水陸両用作戦訓練の実施
各種事態に実効的に対応するため、水陸両用作戦に係る自

衛隊の戦術技量の向上を図る統合水陸両用作戦訓練を実施

１６式機動戦闘車

多用途ヘリコプター（ＵＨ－２）

○ 多用途ヘリコプター（ＵＨ－２）の取得（１３機：２３５億円）
多用途ヘリコプター（ＵＨ－１Ｊ）の後継として、空中機動、航

空輸送等を実施し、迅速に部隊を展開できる多用途ヘリコプター
（ＵＨ－２）を取得
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○ 南西警備部隊等の配置に伴う施設整備（１６９億円）
島嶼防衛における初動対処態勢を強化するため、警備部隊等の配置に

関連する石垣島の車両整備場等、宮古島駐屯地の倉庫等、奄美大島（瀬
戸内分屯地）の火薬庫等を整備

部隊等の配置に関連する主要施設
（イメージ）

庁 舎

教育訓練施設

整備工場

生活関連施設

○ 佐世保（崎辺東地区（仮称））の施設整備（８６億円）
南西方面における後方支援基盤と位置づけ、崎辺東地区（仮称）に大

規模な岸壁等及び後方支援施設を整備

崎辺東地区（仮称）（イメージ）

○ 輸送航空隊の配置に伴う施設整備（３０億円）
佐賀駐屯地（仮称）新設に係る実施設計及び敷地造成工事の一部に要

する経費を計上

佐賀駐屯地（仮称）駐機場
（イメージ）

○ 輸送船舶の取得（２隻：１０２億円）
島嶼部への輸送機能を強化するため、中型級船舶（ＬＳＶ）１隻及び小型級船舶（ＬＣＵ）１隻を取得

中型級船舶（ＬＳＶ）（イメージ） 小型級船舶（ＬＣＵ）（イメージ）

○ 抑止力及び対処力の向上を図る機動展開訓練等
・ 機動運用部隊（機動師・旅団、水陸機動団等）による機動展開訓練

陸上総隊及び各方面隊の計画により方面区域を跨いで作戦地域へ部
隊を機動展開させ戦術技量の向上を図り、抑止力及び対処力の実効性
を向上

・ 北海道、米国、豪州等の良好な訓練基盤を活用した練成訓練
良好な訓練環境を有する北海道、米国、豪州等に部隊を派遣し戦術

技量の向上を図るとともに、米豪軍をはじめとする他国軍との連携を
強化し、抑止力及び対処力を向上

抑止力及び対処力の向上を図る
機動展開訓練等（イメージ）
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○ ＵＡＶ（狭域用）の取得（７式：５億円）
空中からの情報収集による指揮官の状況判断及び火力発揮等への寄与

が可能となるＵＡＶ（狭域用）を取得

ＵＡＶ（狭域用）

○ ミサイル防衛のための滞空型無人機活用の検討（１億円）（Ｐ31参照）

○ 艦載型ＵＡＶ（小型）に関する研究（性能試験）（６億円）（Ｐ13参照）

水上無人機（ＵＳＶ）
（イメージ）

Ｂ
Ｍ
Ｄ

（５）無人機の活用・無人機への対処

基地警備における監視機能強化に関する実証
（イメージ）

情
報
通
信

○ 基地警備におけるレーザー・システムの運用要領の研究（０．１億円）
高出力レーザの基地警備における運用要領等を実地で研究

○ 基地警備における監視機能強化に関する実証（０．３億円）
ＡＩによる画像識別技術を活用し、ドローンによる基地警備の監視機能

強化に関する実証を実施

３ 持続性・強靭性の強化

（１）継続的な運用の確保

平時から有事までのあらゆる段階において、部隊運用を継続的に実施し得るよう、弾薬及び燃料の
確保、自衛隊の運用に係る基盤等の防護等に必要な措置を推進するとともに、各種事態に即応し、実
効的に対処するため、装備品の可動率確保のための取組を推進する。

空対空ミサイル（ＡＩＭ－１２０ ）

○ 継続的な運用に必要な各種弾薬（２，５３７億円）
・ 航空優勢、海上優勢の確保に必要な対空ミサイル、魚雷の取得
（３７６億円）

・ 能力向上型迎撃ミサイル（ＰＡＣ－３ＭＳＥ）の取得等
（６１４億円）（Ｐ17参照）

・ 標準型ミサイルＳＭ－６の取得（２０７億円）（Ｐ16参照）

○ 火薬庫の整備（９９億円）

○ 小型の攻撃型ＵＡＶの運用に係る研究（０．３億円）
小型の攻撃型ＵＡＶ等導入の検討のため、小型の攻撃型ＵＡＶ等の運

用要領を研究

○ 小型の攻撃型ＵＡＶからの防護に係る研究（１億円）
車両への器材搭載による小型の攻撃型ＵＡＶの探知・迎撃手段について研究

○ 滞空型ＵＡＶの試験的運用（５０億円）（Ｐ13参照）

○ 無人機雷排除システムの整備（１２億円）
護衛艦（ＦＦＭ）に対機雷戦機能を付与するため、機雷の敷設された

危険な海域に進入することなく、機雷を処理することを可能とする無人
機雷排除システムのうち、水上無人機（ＵＳＶ）を取得
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○ 自衛隊施設の老朽化対策及び耐震化対策の推進（７０４億円）
自衛隊の任務遂行を支える基盤である庁舎、隊舎及び宿舎など、自衛隊施設の改修等を行い、

自衛隊の安定的な運用態勢を確保

○ 滑走路等被害復旧の能力向上に必要な器材の取得
（２．４億円）
航空基地の滑走路等が被害を受けた場合に備え、より迅速な

被害復旧を可能とする器材を取得

（２）装備品の維持整備に係る取組の推進

（※ＰＢＬとは）
装備品の維持整備業務について、必要な修理や部品の調達をその都度契約するのではなく、修理時間の短
縮や在庫の確保などの成果に主眼を置いて、一定期間包括的な契約を結ぶもの。

ＰＢＬ※(Performance Based Logistics)等の包括契約の推進

（うち、装備品の可動確保関連経費 ８，４３９億円）

○ 海自輸送機（Ｃ－１３０Ｒ）のＰＢＬ（１２８億円）
平成２９年度よりＰＢＬを実施しており、対象部品等を拡大

輸送機（Ｃ－１３０Ｒ）

○ ＰＢＬ導入に向けた調査分析（１億円）
海自の艦船用ガスタービン機関や非貫通式潜望鏡を対象とした

維持整備について、ＰＢＬ導入に向けた調査分析を実施

「ひゅうが」型護衛艦

○ 装備品の維持整備に必要な経費の着実な確保（１１，５１６億円）

○ 分散パッドの整備（１０億円）
抗たん性の強化のため、航空機の基地内分散に必要な分散

パッドを整備

分散パッド
（イメージ）

滑走路等被害復旧器材
（イメージ）

○ 基地警備における監視機能強化に関する実証（０．３億円）（Ｐ20参照）
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（１）優秀な人材確保のための取組の推進

募集業務の充実・強化

Ⅲ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項

人口減少と少子高齢化が急速に進展する一方、装備品が高度化・複雑化し、任務が多様化・国際化す
る中、より幅広い層から多様かつ優秀な人材の確保を図るとともに、全ての自衛隊員が高い士気を維持
し、自らの能力を十分に発揮できる環境の整備に向けた取組を重点的に推進する。

また、軍事技術の進展を背景に戦闘様相が大きく変化する中、我が国の優れた科学技術を活かし、防
衛装備に繋がる技術基盤を強化するため、装備品の研究開発期間の短縮や技術的優勢の確保に向けた取
組を実施するとともに、必要かつ十分な質及び量の防衛力を効率的に確保するため、プロジェクト管理
の強化等による費用対効果の向上を図る。

１ 人的基盤の強化

採用広報用動画

ＷＥＢセミナー
（イメージ）

○ 採用広報用動画（２億円）

ソーシャルメディア等を意識した話題性の高い採用広報動画

の作成や広告バナーを活用し、採用対象者や保護者への採用広

報を推進

○ 地方自治体との連携強化、採用予定者等に対する広報の強化（９百万円）
人材確保のため自治体説明、広報官の活動等を強化

地本長による自治体説明採用試験合格者の駐屯地研修

○ ＷＥＢセミナーの実施（４百万円）

前年度から実施していた新卒学生向けのＷＥＢセミナーにつ

いて新たに転職者向けコンテンツを追加することにより新たな

層の志願者を創出し、安定した人材の確保を実施

○ 大学キャリアセンターとの連携強化（０．２百万円）

大学キャリアセンター職員に対し、自衛隊の職業としての

魅力に関する説明を行うことを通じ、防衛省・自衛隊と大学

キャリアセンターとの関係強化を図り、大学キャリアセンター

を利用する学生への情報の発信を強化
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再就職支援等の充実・強化

防災・危機管理教育の様子

その他

○ ハラスメント防止施策の推進（０．３億円）
・ ハラスメント相談窓口の部外委託
・ 新着任管理者向けマネジメント研修
・ ハラスメント防止に係る集合教育

○ 防衛大学校における学生生活の充実のための部外力の活用（０．１億円）
カウンセラー派遣など学生のサポート体制の強化等に必要な経費

○ 任期制自衛官の退職時の進学支援（３百万円）
任期制自衛官の充足の維持・向上に加え、予備自衛官及び

即応予備自衛官の充足向上を図るため、任期制自衛官の任期
満了後に国内の大学に進学した者が、その在学期間中、予備
自衛官又は即応予備自衛官に任官した場合、一定額を給付

○ 防災・危機管理教育の拡充（５５百万円）
地方公共団体の防災関係部局への再就職支援を充実・強化する

ため、防災・危機管理教育を拡充

○ 新産業における求人動向の教育（１百万円）
退職予定者の安定した再就職先を確保するため、今後の成長が

見込まれる産業や業種における求人動向について、就職援護隊員
に対し、部外有識者による教育を実施

○ 就職援護用機材の整備（１３百万円）
効果的な援護広報を実施するため、企業等への説明用機材とし

てタブレット型端末を整備

○ 早期離職防止等教材の整備（７百万円）
退職予定自衛官の再就職後の早期離職を防止するための教育及

び就職援護隊員等が退職予定自衛官に対して効果的な定着支援を
行うための教育に必要な教材を整備

ＡＩ活用のための人材の確保及び育成

○ ＡＩ活用の方針検討・企画立案等の支援役務の取得（０．４億円）
防衛省におけるＡＩ導入を推進するため、ＡＩ導入に関する政策の企画立案支援やＡＩ活用事業

の進捗管理に資する助言を行うＡＩ導入推進アドバイザー役務を取得

○ ＡＩ学習・データ分析の実務指導ができる部外の専門家を非常勤職員として確保（８百万円）
ＡＩを適用する際の、データ分析やＡＩの学習手法に精通した部外の専門家を非常勤職員として

採用

○ 部隊や研究所の隊員に対するＡＩ基礎講習の実施によるＡＩ人材の育成（０．３億円）
ＡＩ活用実務者に従事する隊員を中心に、ＡＩ・データサイエンスに関する基礎講習を企画し、

省内の統一研修を実施
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改修後のイメージ 改修後（女性用）改修前（男性用）

○ ＮＡＴＯジェンダー（※）関連年次会合等への派遣
国際平和協力活動等に、ジェンダーの視点を導入していくための体制整備や人材育成の一助

とすることを目的に、ＮＡＴＯが主催するジェンダー関連年次会合等に女性隊員を派遣
※ ジェンダー：生物上の雌雄を表す性別(sex)ではなく、社会によって作り上げられた
「男性像」「女性像」のような歴史的・社会的・文化的に形成された男性、女性の別

◯ 勤務時間管理システムの整備（２億円）

○ テレワークの円滑な実施などに資する行政文書の電子媒体化に係る調査研究の実施（０．７億円）

○ 働きやすい職場を実現するためのオフィスのペーパーレス化・省スペース化などによる勤務環境の改善
（０．３億円）

（２）女性活躍、働き方改革及び生活・勤務環境改善の推進

女性職員の採用・登用の更なる拡大等、女性職員の活躍をさらに推進するとともに、働き方改革及
び生活・勤務環境の改善に関する施策を推進・強化する。

女性活躍の推進

○ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備（６２億円）
・ 隊舎の女性用区画の整備
・ 女性自衛官の生活勤務環境改善のための整備(女性用トイレや浴場等の整備)
・ 女性自衛官教育基盤の整備
・ 艦艇における女性用区画の整備

女性用区画の整備（警衛所の仮眠室に間仕切の設置）

○ メンター養成研修、女性自衛官のための部外カウンセラー招へい等（４億円）

国際協力分野における女性活躍の推進

働き方改革の推進
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職業生活と家庭生活の両立支援

意識啓発のための研修・訓練等の実施

・ 意識改革のためのセミナー等の実施
・ 男女共同参画推進集合訓練の実施
・ 女性活躍紹介・両立支援ハンドブック等の作成・配布

緊急登庁支援運営訓練の様子

庁内託児施設園庭で遊ぶ園児の様子

○ 庁内託児施設の整備（０．７億円）
隊員が仕事と育児の両立を図り、職務に専念できる

場を確保するための庁内託児施設を整備

・ 庁内託児施設の備品等の整備
・ 庁内託児施設の改修

○ 緊急登庁支援（児童一時預かり）のための備品整備等
（０．２億円）

・ 緊急登庁支援用備品等（安全マット､ベビーベッド
等）の整備

・ 緊急登庁支援運営訓練の実施
・ 緊急登庁支援時の保育技量向上の講習参加

○ 職場における性別に基づく固定的な役割分担意識を解消するとともに、育児・介護等で時間制約
のある職員を含む全ての職員が十分に能力を発揮できる職場環境を醸成するためのセミナー等への
参加等（０．２億円）

育児休業取得者に対する
職場復帰講習の様子生活・勤務環境改善の推進

○ 自衛隊員が士気高く任務に専念できるよう、自衛隊員の
生活・勤務環境改善のための自衛隊施設、備品・日用品等を整備

・ 自衛隊施設の整備（６７５億円）
・ 備品や日用品等の整備（３６億円）
・ 被服等の整備（１１４億円）
・ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備（６２億円）（Ｐ24参照）

○ 営内居住、艦船乗組員等の自衛隊員の栄養摂取基準見直しに伴う糧食費の充実（３７５億円）

自衛隊員の食事の充実
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防衛研究所、防衛大学校、防衛医科大学校等の教育・研究体制を強化するための施策を実施すると
ともに、職務に専念できる環境を整備する。

（３）教育・研究体制の充実

防衛大学校

防衛医科大学校

〇 防衛医科大学校の運営改善（１１億円）
医師及び看護師である幹部自衛官・技官となるべき者を養成する臨床教育の場及び地域医療拠点

として、教育・研究に必要な症例を質的・量的に確保するために必要な診療機器の整備

（４）持続的な部隊運用を支える予備自衛官等に係る施策の推進

即応予備自衛官及び予備自衛官のより幅広い分野・機会での活用を進めるとともに、予備自衛官等
の充足向上のための取組を推進する。

○ 研究能力・教育水準の維持、向上（１億円）
デュアルユース技術を意識した防衛関連の基礎研究に必要となる器材の整備等

〇 防衛医学に関する研究機能の強化（４億円）
自衛隊の部隊運用並びに防衛医科大学校の教育及び研究に資する防衛医学研究の充実

○ 任期制自衛官の退職時の進学支援（３百万円）（Ｐ23参照）

〇 被服、装具等の整備（０．５億円）
予備自衛官等の運用の実効性向上を図るため、被服、装具、それらを保管する容器・保管棚の

整備の推進

〇 応招確認態勢の整備（０．１億円）
災害発生時、即応予備自衛官・予備自衛官の応招の確認を迅速かつ正確に実施するため、部外系

サービスを活用して応招確認態勢の整備を推進

防衛研究所

英コネクションズ(Connections UK 2019)
出典：Connections UK ホームページ

〇 国際的な研究交流の強化
米豪欧各国の研究機関等との政策シミュレーション国際会議を

主催し、政策シミュレーションにおける信頼性及び存在感を高め、
組織的連携を強化（０．２億円）
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（５） 衛生機能の強化

各種事態に対応するため、統合運用の観点も含め、第一線から最終後送先までのシームレスな医療・後送態勢

の強化として、第一線救護能力の向上、医療拠点において患者の症状を安定化させるためのダメージコントロー

ル手術を行う機能及び後送中の患者を管理する機能の充実を図る。また、自衛隊病院の拠点化・高機能化等をよ

り一層推進し、効率的で質の高い医療体制を確立する。さらに、戦傷医療対処能力を向上させるために必要な衛

生教育訓練基盤等の整備や、国際協力に必要な態勢の整備を推進する。

建替え後の福岡病院のイメージ図

○ 救急車の応急装甲材付加の研究（２億円）（P31参照）

○ 第一線から最終後送先までのシームレスな医療・後送態勢の強化
・ ＤＣＳ（ダメージコントロール手術）及び術後の患者管理に必要な資器材の整備（３億円）
・ 後送中の患者の全身管理等に必要な資器材の整備（１百万円）
・ 個人携行救急品の規格変更品目の整備（０．７億円）

野外手術システム（方面隊用）
（左：外観 中央：内部 右：訓練状況）

○ 後送病院の充実・強化
・ 自衛隊福岡病院建替のための本体工事に伴う準備工事
（０．２億円）

・ 自衛隊横須賀病院建替のための詳細設計（２億円）

○ 戦傷医療対処能力の向上のための教育訓練及び教育訓練基盤等の整備
・ 救急処置能力向上教材の整備（０．４億円）
・ ＤＣＳ（※）班要員の育成（０．１億円）

※ ＤＣＳ：ダメージコントロール手術（Damage Control Surgery）

○ 国際的に脅威となる感染症等への対応能力の向上
・ エボラ出血熱等感染症患者搬送に必要な各種器材の取得及び維持（０．３億円）
・ 重篤な感染症に対する予防態勢の強化（１億円）

○ 新型コロナウイルスを含む感染症対策
・ 海外派遣部隊等に対する新型コロナウイルス感染症対策（３億円）
・ 感染症対処能力を踏まえた自衛隊衛生の在り方に関する調査（０．２億円）



革新的・萌芽的技術の発掘・育成に資する活動

○ 防衛技術に関するシンクタンク機能の強化
ＡＩ技術等の革新的・萌芽的技術の発掘・育成を効果的に進めるため、令和３年度に活動を

開始した「革新技術リサーチ・ワーキンググループ」の実施体制を強化

○ 安全保障技術研究推進制度（１１２億円）
大学等における革新的・萌芽的な技術についての基礎研究を公募・委託する安全保障技術

研究推進制度を推進

○ 先進技術の橋渡し研究（９億円）
革新的・萌芽的な技術を装備化につなげるための橋渡し研究を実施

ゲーム・チェンジャーとなり得る最先端技術に関する取組

○ ゲーム・チェンジャーの早期実用化に資する取組（９３億円）
装備品等の実用化を加速するため、ゲーム・チェンジャーとなり得る最先端技術の研究

と並行し、関連する重要な構成技術を民間主体で短期間で獲得

○ 高出力マイクロ波（ＨＰＭ（※））照射技術の実証
（８６億円）
複数のドローンに対処可能なＨＰＭ技術に関する技術を実証

※ ＨＰＭ：高出力マイクロ波（High Power Microwave）

○ 高出力レーザーシステムの研究（３９億円）
経空脅威に低コストかつ瞬時に対処が可能な高出力レーザーシステムに関する研究を実施

○ 極超音速誘導弾等に用いる高速飛しょう体用シーカー（※）
の研究（３９億円）

極超音速誘導弾を含む将来誘導弾等の性能向上を図るため、
シーカー技術に関する研究を実施

※ シーカー：目標を捜索・探知及び追尾するためのミサイル
の構成装置
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（１）防衛技術基盤の強化

将来の戦い方を生み出す技術分野において技術的優越を確保するため、革新的・萌芽的技術の発掘・
育成に資する活動を推進し、新たな領域に関する技術や、人工知能（ＡＩ）等のゲーム・チェンジャー
となり得る最先端技術を始めとする重要技術に対して重点的な投資を行う。

２ 防衛技術・産業基盤の強化

高出力マイクロ波照射技術の実証
（イメージ）

ドローン

極超音速誘導弾等に用いる
高速飛しょう体用シーカーの研究

（イメージ）

目標の捜索・探知及び追尾

研究開発費３，２５７億円
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○ 将来レールガンの研究（８５億円）
極超音速誘導弾等の脅威に対処するため、弾丸を高初速で

連射可能な将来レールガンに関する研究を実施

○ 水中無人機（ＵＵＶ（※））用海洋状況把握モジュールの研究（４１億円）
水上の警戒監視をするために必要となる、ＡＩ技術を適用した光学情報等からの洋上目標自動

類別技術等のＵＵＶ技術に関する研究を実施

※ ＵＵＶ：水中無人機（Unmanned Underwater Vehicle）

○ 戦闘支援無人機コンセプトの検討（９８億円）
ＡＩの適用を含めたシミュレーションにより、次期戦闘機等

の有人機と連携する戦闘支援無人機の機能・性能、運用の効果
に関するコンセプトを導出

先進的な民生技術の積極的な活用

○ 新技術の短期実用化の取組（１０億円）
運用ニーズを踏まえながら、ＡＩ技術及び拡張現実（ＡＲ）技術といった技術革新サイクルの

速い民生先端技術を活用し、３年程度の短期間での実用化を図る

宇宙領域における能力の強化

○ 衛星コンステレーションによる移動目標の追尾のためのＡＩ技術に係る研究（１億円）
衛星コンステレーションで複数の移動目標を自動かつ高頻度に位置予測し、追尾等を可能とする

ＡＩ技術に関する研究を実施

○ 高感度広帯域な赤外線検知素子の研究（１２億円）
宇宙領域を含む従来よりも遠方からの画像情報収集を可能とする高性能な赤外線センサーに関す

る研究を実施

将来レールガンの研究
（イメージ）

将来のレールガン

極超音速誘導弾等の脅威

戦闘支援無人機コンセプトの検討
（イメージ）

脅威航空機

将来の無人機

次期戦闘機
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サイバー領域における能力の強化

○ サイバー攻撃へ対処する技術の研究（２５億円）
装備品等に対するサイバー攻撃発生時における被害拡大防止やシステムの運用継続を図るため、

対処能力向上に資する技術の研究を実施

電磁波領域における能力の強化

○ スタンド・オフ電子戦機の開発（１８５億円）
効果的な電波妨害を実施することにより自衛隊の航空作戦

の遂行を支援する、スタンド・オフ電子戦機を開発

○ 高出力マイクロ波（ＨＰＭ）照射技術の実証
（８６億円）（Ｐ28参照）

○ 高出力レーザーシステムの研究（３９億円）（Ｐ28参照）

○ 電子戦評価技術の研究（４７億円）
高機能・高性能化する電子戦器材の性能や装備品の電子戦下での状況を正確に把握・評価する

ため、将来の電子戦評価システムに関する研究を実施

○ 次期電子情報収集機の情報収集システムの研究（１６億円）
海自の多用機ＥＰ－３の減勢に伴う後継機（次期電子情報収集機）の開発に向け、航空機搭載型

情報収集システムの信号検出能力、方位精度及び類識別能力の向上に関する研究を実施

次期戦闘機に関する取組

○ 次期戦闘機の開発（１，０４７億円）
エンジンの設計・製造等を実施するとともに、機体の基本設計に着手し、着実に次期戦闘機

の開発を推進

○ 次期戦闘機関連研究（２３３億円）

・ 戦闘支援無人機コンセプトの検討（９８億円）（Ｐ29参照）

・ 戦闘機等のミッションシステム・インテグレーションの研究（９４億円）
戦闘機等の作戦・任務遂行能力の根幹となるミッションシステムを、将来にわたり我が国が

自由にコントロールできるよう、ミッションシステム・インテグレーション技術の研究を実施

海上優勢の獲得・維持に関する取組

○ 将来潜水艦用ソーナー装置の開発（１２億円）
将来にわたり潜水艦の水中領域における優位性を継続保持するため、探知能力を向上させた

ソーナー装置を開発

○ 雑音低減型水中発射管の研究（１６億円）
潜水艦の更なる静粛化のため、魚雷等を射出する際の発射音を低減する技術に関する研究を実施

30

スタンド・オフ電子戦機
（イメージ）
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スタンド・オフ防衛能力の強化

○ １２式地対艦誘導弾能力向上型（地発型・艦発型・空発型）の開発（３７９億円）
令和３年度から開発している地上発射型（地発型）に加え、令和４年度から艦艇発射型（艦発

型）及び航空機発射型（空発型）の開発に着手

○ 極超音速誘導弾等に用いる高速飛しょう体用シーカーの研究（３９億円）（Ｐ28参照）

○ 島嶼防衛用高速滑空弾の研究（１４５億円）
高速で滑空し、高精度で目標に命中する高速滑空弾について、早期装備化に向けた研究を実施

○ 島嶼防衛用新対艦誘導弾の要素技術の研究（１４億円）
将来の対艦誘導弾に必要な長射程化技術、残存性向上のための低ＲＣＳ（※）化技術、高機動

化技術に関する研究を実施

※ ＲＣＳ：レーダー反射断面積（Radar Cross Section）

総合ミサイル防空能力の強化

○ 基地防空用地対空誘導弾（改）及び新近距離地対空
誘導弾の開発（２６億円）

同時多目標対処能力を向上し、コスト低減を図った
空自の基地防空用地対空誘導弾（改）及び機動展開能
力に優れ、低空目標への対処能力の向上を図った陸自
の新近距離地対空誘導弾を、ファミリー化により効率
的に開発

○ 将来レールガンの研究（８５億円）（Ｐ29参照）

○ ミサイル防衛のための滞空型無人機活用の検討（１億円）
滞空型無人機による極超音速滑空兵器（ＨＧＶ）の探知・追尾に関する調査研究を実施

○ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の能力向上の研究（１億円）
０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の改修による弾道

ミサイル対処能力の付与に関する研究を実施

衛生機能の強化

○ 救急車の応急装甲材付加の研究（２億円）
非装甲車両に防護性能を迅速かつ容易に付与するための

応急装着付加装甲に関する研究を実施

飛しょう体（共通）

基地防空用
地対空誘導弾（改）

新近距離
地対空誘導弾

（イメージ）

救急車の応急装甲材付加の研究
（イメージ）



（２）装備調達の最適化

装備品の効果的・効率的な取得を一層推進するため、ライフサイクルを通じたプロジェクト管理の実効
性及び柔軟性を高めるとともに、市場価格のない装備品の価格積算について、より適正な費用の算定に取
り組むほか、装備品の維持整備の効率化やＦＭＳ調達の合理化を推進する。

ライフサイクルを通じたプロジェクト管理の実効性・柔軟性の向上

○ プロジェクト管理の質的向上（０．５億円）
プロジェクト管理に関する先進的な事例の調査を通じ、プロジェクト管理の質的向上に資する

新たな管理手法の導入検討を実施

○ ライフサイクルコスト見積り等の改善（３億円）
ライフサイクルコスト見積りやコスト・スケジュールによる進捗管理について、プロジェクト

管理の強化に資するシステムの設計等を実施

より適正な費用の算定に向けた取組

○ 適正かつ効率的な調達を推進するため、調達分野に特化した専門的な教育や新たな制度の企画
立案等を実施する体制を強化

装備品の維持整備の効率化

○ ＰＢＬ（Performance Based Logistics）の推進

・ 海自輸送機（Ｃ－１３０Ｒ）のＰＢＬ（１２８億円）
（Ｐ21参照）

ＦＭＳ調達の合理化

○ ＦＭＳ調達の履行管理（０．６億円）
在米におけるＦＭＳ調達の履行管理を継続し、未納入・未精算の履行状況の把握や未納入の

原因である照合問題解決に向け作業を加速するなど、ＦＭＳ調達の合理化の取組を推進

○ ＦＭＳ調達について、的確に輸送状況を把握し適切な履行管理を行うため、輸送管理体制
を強化
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輸送機
（Ｃ－１３０Ｒ）



（３）防衛産業基盤の強化

オスプレイ（Ｖ－２２）

産業基盤の強化の推進に向けた体制強化

○ 防衛産業との連携を一層強化し、防衛産業基盤の強化を強力に推進するため、防衛装備庁
装備政策課に「防衛産業政策室（仮称）」を新設

サプライチェーンの維持・強化

○ 産業基盤の維持・強化に向けた企業支援

・ 防衛装備品の製造工程の効率化を促進するための支援制度の創設（９億円）

・ 事業撤退が生じた場合の円滑な事業承継の支援を実施（１億円）

○ 先進的な技術を持つ中小企業等の技術力の発掘・活用

・ 防衛省・自衛隊や防衛プライム企業とのマッチングのための展示会を開催するとともに、
先進的な技術の防衛装備品への適用可能性調査等を実施（２億円）

米軍装備品等の維持整備等への国内企業の参画促進

○ 米軍装備品等の維持整備等への参画に向けた企業支援

・ 米軍の維持整備事業等へ参画するための諸課題（米国法令の知見等）について、国内企業が
専門的知見からアドバイスを受けられるワンストップ相談体制等を整備（４億円）

・ 国内企業がグローバルなサプライチェーンに進出できるよう、経験豊富な米国プライム企業等
から事業体制の整備について支援を受けられる体制を構築（２億円）

○ 日米オスプレイの共通整備基盤の拡充（４２億円）
木更津駐屯地に日米オスプレイの定期機体整備用格納庫等を

継続して整備
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装備品の生産・運用・維持整備に必要不可欠である我が国の防衛産業基盤を強化するため、産業界と協
力・連携しながら、装備品のサプライチェーンのリスク管理を強化するとともに、米軍装備品等の維持整備
等に国内企業が更に参画できるよう支援対策を推進する。また、装備品の適切な海外移転を政府一体となっ
て推進すると同時に、海外移転に際して装備品に係る重要技術の流出を防ぐための技術管理の強化を進め
る。さらに、我が国の防衛産業の情報セキュリティに係る措置を強化するとともに、防衛産業におけるデジ
タルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進する。



装備品の適切な海外移転の推進

○ 海外移転の推進に向けた防衛装備・技術協力に関する取組

・ 官民間で連携し、相手国の潜在的なニーズを把握して提案に向けた活動を行う事業実現
可能性調査を実施（２億円）

・ 我が国が開発した防衛装備品や中小企業等が有する優れた技術力を発信するため、国際
防衛装備品展示会に出展（３億円）

・ 東南アジア諸国における装備技術協力に資するよう、
装備品の維持整備について我が国の技術力をいかした
教育支援等を実施（２億円）

装備品に係る重要技術の流出を防ぐための技術管理の強化

○ 防衛装備に関する機微技術を適切に管理するため、新技術に係る機微性評価を実施する体制
を強化

情報セキュリティに係る措置の強化

○ 防衛関連中小企業のサイバーセキュリティ向上のための支援制度の創設（８億円）

○ 防衛調達における情報セキュリティの強化（０．５億円）
防衛産業における信頼性の高い情報保全体制を確保するため、防衛省が新たに策定する情報

セキュリティ基準で示す管理策を防衛関連企業等に普及させる活動等を実施

防衛産業におけるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進

○ 防衛産業のＤＸを推進するための革新的技術とその適用にかかる調査研究を実施（２億円）

○ 防衛装備品の製造工程の効率化を促進するための支援制度の創設（９億円）（Ｐ33参照）

日本企業の技術者による実技教育
（イメージ）
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政策判断や部隊運用に資する情報支援を適時・適切に実施するため、情報の収集・分析等の各段
階における情報機能を強化する。

３ 情報機能の強化

○ 防衛政策局調査課に「グローバル戦略情報官（仮称）」を新設
複雑化する最近の安全保障環境を踏まえ、諸外国の対外発信の戦略的な意図や「フェイク・

ニュース」の影響等を踏まえつつ、国際情勢を多面的・横断的に収集・分析するポストを新設

○ 防衛駐在官制度の充実
カナダに１名を新規派遣（令和４年度末７４名、在勤４９大使館２代表部）

○ 情報収集・分析能力の強化
情報本部等の国際軍事情勢や経済安全保障等に関する情報収集・分析能力の強化のため、所

要の体制を整備

○ 画像解析用データの取得（Ｐ5参照）
高解像度を有する商用光学衛星をはじめ、多頻度での撮像を可能とする小型衛星コンステ

レーションを含む各種商用衛星等を用い、周辺地域における情報収集を実施
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Ⅳ 大規模災害等への対応

各種の災害に際して、統合運用を基本としつつ、十分な規模の部隊を迅速に輸送・展開して初動対応に
万全を期すとともに、対処態勢を強化するための措置を進める。

１ 災害対処拠点となる駐屯地・基地等の機能維持・強化

２ 大規模・特殊災害等に対応する訓練等の実施

○ 自衛隊統合防災演習（ＪＸＲ：Joint Exercise for Rescue）
国内の大規模災害発生時に円滑かつ効果的に対処して被害を最小

限とするため、大規模災害対処に係る自衛隊の統合運用能力の維持
・向上を図る自衛隊統合防災演習を実施

○ 日米共同統合防災訓練（ＴＲＥＸ：Tomodachi Rescue Exercise）
国内の大規模災害発生時における在日米軍等との連携要領の確立

及び震災対処能力の維持・向上を図るため、日米共同統合防災訓練
を実施

○ 離島統合防災訓練（ＲＩＤＥＸ：Remote Island Disaster Exercise）
離島における突発的な大規模災害に対して、統合運用による円滑

な災害対処のための能力の維持・向上を図る訓練を実施

自衛隊統合防災演習における
オンラインでの省災害対策本部会議

日米共同統合防災訓練における
患者空輸

離島統合防災訓練における
ＤＭＡＴ（※）の空輸

※ ＤＭＡＴ：災害派遣医療チーム
（Disaster Medical Assistance Team）

○ 災害時における機能維持・強化のための耐震化・浸水対策の推進（１０８億円）
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３ 災害対処に資する装備品の取得等

除染セット（除染車）

○ ０７式機動支援橋の取得（１式：１２億円）
地震、水害等により崩壊した橋梁を一時的に復旧し、

被災者の緊急避難及び自衛隊並びに地方自治体等の救援
活動を行うため０７式機動支援橋を取得

○ 資材運搬車の取得（１３式：１．９億円）
各種災害等により発生した瓦礫、土砂等を運搬し、被

災地の復旧活動を迅速に行うため、資材運搬車を取得

○ １８式個人用防護装備の取得（８，５００組：２１億円）
化学剤等の有害な物質から隊員を防護するため、 １８

式個人用防護装備を取得

０７式機動支援橋
（消防車の通過【防災訓練】）

○ 除染セット（除染車）の取得（１両：１．２億円）
化学剤等で汚染された地域・施設を除染するため、

除染セット（除染車）を取得

○ 浄水セットの取得 (１式：１．１億円)
災害等において安定的に飲料水等を提供するため、

浄水セットを取得

○ 人命救助システムの整備（６百万円）
大規模災害等発生時における迅速かつ効果的な人命救助活動の

ため、人命救助システム等を各部隊に充足

○ 災害用ドローンの整備（１５式：０．１億円）
大規模災害等発生時において迅速に情報収集を行うため、

各部隊に災害用ドローンを整備

○ 多用途ヘリコプター（ＵＨ－２）の取得（１３機：２３５億円）（Ｐ18参照）

災害用ドローン

資材運搬車
（災害派遣【令和３年７月１日か
らの大雨に係る災害派遣】）
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国内での再編関連措置

○ 沖縄における再編のための事業

○ 空母艦載機の移駐等のための事業

○ 緊急時使用のための事業

○ 訓練移転のための事業

○ 再編関連措置の円滑化を図るための事業

２ ＳＡＣＯ関係経費（事項要求）

在沖米海兵隊のグアム移転

○ 在沖米海兵隊のグアムへの移転事業

グアム

普天間飛行場

海軍コンピュータ・通信基地
フィネガヤン地区
(主宿営地)

グアム海軍基地
アプラ地区
（港湾機能）

アンダーセン
空軍基地
（航空機能）

アンダーセン空軍基地
南アンダーセン地区

(訓練場)

上記経費については、可能な限り早期に事業を実施することが重要との観点から、予算編成過程
における地元や米軍等との調整結果を予算に反映させることが必要であり、今後予算編成過程にお
いて検討し、必要な措置を講ずることとしている。

○ 日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同文書による変更がないものについては、
引き続きＳＡＣＯ最終報告に盛り込まれた措置（沖縄県民の負担軽減）を着実に実施

１ 米軍再編関係経費［地元の負担軽減に資する措置］（事項要求）

米軍の抑止力を維持しつつ、沖縄県を始めとする地元の負担軽減を図るため、在日米軍の兵力態勢の見
直し等についての具体的な措置等を着実に実施する。

また、防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策を着実に実施するとともに、在日米軍の駐留を円
滑かつ効果的にするための施策を推進する。

Ⅴ 日米同盟強化及び地域社会との調和に係る施策等

普天間飛行場の一部土地（佐真下ゲート付近）
の返還（2020年12月20日）に伴う道路開通式典
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（２）在日米軍駐留経費負担

３ 基地対策等の推進

（１）基地周辺対策経費

（３）施設の借料、補償経費等

防音天井に改造

空調機器の取付

【住宅防音事業の一例】

防音壁に改造

防音サッシの取付

隊 舎

砂防ダム

防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策に要
する経費

防衛施設用地等の借上経費、水面を使用して訓練を行うことによる漁業補償等に要する経費

※ 在日米軍駐留経費負担に関する新たな特別協定は、現在米側と交渉中であるため、
特別協定改正議定書により延長された現行特別協定に準じて計上。

在日米軍の円滑かつ効果的な運用を支えるための在日
米軍駐留経費の負担に要する経費

１,１９４億円

○ 飛行場等周辺の住宅防音事業の実施（５１４億円）

○ 周辺環境整備事業の実施（６８１億円）

・ 河川・道路改修、学校防音、砂防ダム及び民生
安定施設の整備等

・ 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業（公共用
施設の整備及び医療費の助成等のいわゆるソフト
事業）の実施

２,０２９億円

○ 特別協定（※）に基づく負担（在日米軍従業員の給
与及び光熱水料等）（１,５４６億円）

○ 提供施設（隊舎、家族住宅等）の整備（２２５億円）

○ 在日米軍従業員に対する社会保険料（健康保険、厚
生年金保険等）の事業主負担分等を負担（２５８億円）

１,５９８億円
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１ インド太平洋地域の安定化への対応

Ⅵ 安全保障協力の強化

ＡＤＭＭプラス

第４期ＰＫＯ専門家会合

自由で開かれたインド太平洋というビジョンを踏まえ、多角的・多層的な安全保障協力を戦略的に推進
するため、自衛隊の能力を積極的に活用し、共同訓練・演習、防衛装備・技術協力、能力構築支援、軍種
間交流を含む防衛協力・交流のための取組等を推進する。

防衛協力・交流の推進

○ ＡＳＥＡＮ全体の能力構築を企図した取組の推進
国際規範の認識共有を推進するとともに、人道支援・災害救援、海

洋安全保障、サイバーセキュリティに関する能力構築支援を実施

○ インド太平洋地域における能力構築支援の推進
・ 東南アジア、南アジア、太平洋島嶼国における人道支援・災害救

援、ＰＫＯ等の分野に係る能力向上や人材育成の支援の推進
・ 米豪等と連携した能力構築支援の実施

○ 感染症対策に関する教訓等の共有の推進
防衛当局間で感染症対策に係る教訓等を共有し、各国の体制強化に

資する知見を相互に学び合うことを目的とするセミナー等を実施

○ ＡＳＥＡＮ域外国を含む拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議（ＡＤＭＭプラ
ス）の下での取組

ＡＤＭＭプラス第４期ＰＫＯ専門家会合共同議長へ就任するなど、
地域の防衛・安全保障協力の強化を積極的に推進

○ 「ビエンチャン・ビジョン２．０」に基づく取組
日ＡＳＥＡＮ防衛協力の指針「ビエンチャン・ビジョン２．０」に

基づき、ＡＳＥＡＮ諸国との各種セミナーの実施等を通じ「法の支配」
の貫徹や海洋安全保障の強化等に重点をおいた実践的な防衛協力を推進

○ パシフィック・パートナーシップ２０２２への参加
インド太平洋地域の各国を訪問して、医療活動及び文化交流を実施

し、各国政府、軍等との協力を通じて、参加国の連携強化、国際平和協
力活動の円滑化を推進

人道支援・災害救援分野の
オンライン教育

人道支援・災害救援に関する
日ＡＳＥＡＮオンラインセミナー

インド太平洋方面派遣訓練

○ 令和４年度インド太平洋方面派遣訓練（ＩＰＤ２１）の実施
インド太平洋の各国海軍等との共同訓練等を実施し、海上自

衛隊の戦術技量の向上や各国海軍等との連携強化を図るととも
に、地域の平和と安定への寄与や各国との相互理解の増進や信
頼関係の強化を図る

○ ミクロネシア連邦等における人道支援・災害救援共同訓練
訓練参加国の輸送機からミクロネシア連邦等の海上へ寄付物資を投下する

訓練を実施することで、人道支援・災害救援に係る能力を向上

ミクロネシア連邦等における
人道支援・災害救援共同訓練



海外での活動能力の強化

○ 多国間訓練への参加
・ コブラ・ゴールド

多国間協力訓練「コブラ・ゴールド」への参加を通じ、自衛隊の在外邦人等の保護措置などに
係る統合運用を維持・向上させるとともに、参加各国との連携・相互理解を増進・強化
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○ インドにおけるインド陸軍との実動訓練
対テロ分野において実戦経験のあるインド陸軍と共同訓練を

実施することにより、戦術技量を向上

インドにおけるイン
ド陸軍との実働訓練

安
全
保
障
協
力
の
強
化

Ⅵ

船舶を護衛する護衛艦

○ 国連三角パートナーシップ・プロジェクト
自衛官等を派遣しアフリカ諸国やアジア諸国等のＰＫＯ要員に

対し施設・医療分野における訓練を行うことで、国連ＰＫＯ部隊
の展開に貢献

日本関係船舶の安全確保のための取組

○ 中東地域における情報収集活動
護衛艦及びＰ－３Ｃによるオマーン湾、アラビア海北部及びバブ・エル・マンデブ海峡東側の

アデン湾の三海域の公海における情報収集活動を実施

得意分野を活かした国連・友好国への国際協力

○ アフリカ諸国等のＰＫＯセンターへの講師派遣等
アフリカ諸国を中心に、依頼に応じて自衛隊から講師を派遣

し各国のＰＫＯ要員へ教育を行い、アフリカ諸国等の平和維持
活動能力の向上を通じ地域の平和及び安定に貢献

○ ジブチ軍に対する災害対処能力強化に係る能力構築支援
ジブチ政府からの要請の強いジブチ軍に対する災害対処能力

強化を実施し、防衛当局間の関係強化を中心にジブチ共和国と
の相互理解・信頼醸成を促進するとともに、アフリカの発展と
平和に貢献

２ グローバルな安全保障課題への適切な対応

【
○

・ カーン・クエスト
モンゴル軍と米太平洋軍が共催する多国間共同訓練「カーン・クエスト」に教官要員及び

訓練部隊を派遣して、多国間環境におけるリーダーシップ能力及び教授技能の向上により人材
育成を図るとともに、訓練部隊を派遣し、国連平和維持活動における能力を向上、参加各国と
の信頼を醸成

アフリカＰＫＯセンタ―
への講師派遣

ジブチ軍に対する
施設器材の整備教育

海洋安全保障の確保

○ ソマリア沖・アデン湾における海賊対処
海賊対処のための多国籍の連合部隊である第１５１連合任務群

（ＣＴＧ１５１）に参加し、護衛艦及びＰ－３Ｃによるソマリア
沖・アデン湾における海賊対処を継続

国連三角パートナーシップ
・プロジェクト



Ⅶ 効率化・合理化への取組

- 組織・装備最適化プロジェクト -
平成３０年１２月に策定された新たな大綱・中期防を踏まえ、以下の取組を実施することによ

り、防衛力整備の一層の効率化・合理化を徹底する。本取組のうち、経費の効率化が見込まれる
ものとして約３，１２３億円の縮減を図る。
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１ 組織・定員の合理化
既存部隊の廃止や部外委託等を進めることにより、全自衛隊で定員配置を見直し、宇宙、

サイバー、電磁波といった新たな領域に人員を重点配分する

２ 事業等に係る見直し ［縮減見込額：１,４８７億円］
重要度の低下した装備品の運用停止や、費用対効果の低いプロジェクトの見直し・中止、

維持・整備方法の見直しにより、コストの効率化を追求する

（主な事業）
・ 誘導弾の信頼性回復（縮減見込額 ３６億円）
・ ８１式短ＳＡＭの４巡目定期修理の見直し（縮減見込額 ２２億円）
・ 艦載型ＵＡＶ（小型）に関する研究（性能試験）（縮減見込額 ７億円）

３ 仕様の共通化・最適化 ［縮減見込額：８５３億円］
モジュール化・共通化や民生品の使用・仕様の見直しにより、装備品の構成について見直し

を行い、開発、取得にかかる期間を早期化すると共に、ライフサイクルコストの削減を図る

（主な事業）
・ １２式地対艦誘導弾（能力向上型）を地上、艦艇、航空機から発射できるように

することで試作品費を抑制（縮減見込額１８５億円）

４ 一括調達・共同調達による効率化 ［縮減見込額：１１５億円］
装備品のまとめ買い等により、価格低減と取得コストを削減する

（主な事業）
・ 輸送機（Ｃ－２）エンジン（２式）の取得（縮減見込額２６億円）

５ 長期契約を活用した装備品等及び役務の調達 ［縮減見込額：１８億円］
５箇年度を超える長期契約の活用により、調達コストの縮減と安定的な調達を追求する

・ 輸送機（Ｃ－１３０Ｒ）のＰＢＬ（６国）（縮減見込額 １６億円）
・ 輸送機（Ｃ－２）等の機体構成品の取得（６国）（縮減見込額 ２億円）

６ 原価の精査等 ［縮減見込額：６５０億円］
装備品等について、価格や関連経費の精査等の取組みを通じ、価格低減を追求する

７ 収入の確保
国有財産利用収入、不用物品の売却、市ヶ谷地区の大本営地下壕跡の有料公開、航空祭及び富士

総合火力演習の一部有料化などの取組を通じて収入の確保を図る



43

Ⅷ その他

注２：各年度の合計欄の下段（ ）内は、即応予備自衛官の員数を含んだ数字である。

● 自衛官定数等の変更
（単位：人）

注１：各年度末の定数は予算上の数字である。

３年度末 ４年度末 増△減

陸 上 自 衛 隊 158,571 158,481 △90

常 備 自 衛 官 150,590 150,500 △90

即応予備自衛官 7,981 7,981 0

海 上 自 衛 隊 45,307 45,293 △14

航 空 自 衛 隊 46,928 46,994 66

共 同 の 部 隊 1,552 1,588 36

統 合 幕 僚 監 部 385 386 1

情 報 本 部 1,936 1,936 0

内 部 部 局 50 50 0

防 衛 装 備 庁 406 407 1

合 計
247,154 247,154 0

（255,135） （255,135） (0)

１ 自衛官定数等

● 自衛官の年間平均人員 （単位：人）

陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊 計

予 備 自 衛 官 46,000 1,100 800 47,900

● 予備自衛官の員数 （単位：人）

● 予備自衛官補の員数 （単位：人）

陸上自衛隊 海上自衛隊 計

予 備 自 衛 官 補 4,600 21 4,621

陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊

年 間 平 均 人 員 140,704 43,149 44,246
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２ 自衛官実員の増員

区 分 陸 自 海 自 空 自 統幕等 計

充足向上 ＋１，６５９ ＋４５３ ＋３４２ ０

＋２，４５４振 替 △２８ △４ △７ ＋３９

計 ＋１，６３１ ＋４４９ ＋３３５ ＋３９

（注）統幕等は、統合幕僚監部、共同の部隊、情報本部、内部部局、防衛装備庁を示す。

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

要求数 ＋３１０ ＋７００ ＋６６４ ＋６４１ ＋７１０

<参考：過去５年間の自衛官実員要求の推移>

３ 事務官等の増員

人件費と機構・定員要求の方針を示す内閣総理大臣決定（令和４年度内閣の重要課題を推進する
ための体制整備及び人件費予算の配分の方針（R3.7.7））に、内閣の重要政策として「安全保障の
実施体制の整備」等が記載されたことを踏まえつつ、新領域を含む統合運用や防衛分野での技術的
優越の確保のための体制を整備するため、防衛省の事務官等の増員要求を実施。

○ 我が国に脅威が及ぶ事態の発生を抑止していくための業務に係る体制の強化
や武力攻撃に至らない侵害への対処能力の向上のための事務官等の増員

○ ＳＳＡ（宇宙状況監視）システムなどの運用による宇宙空間の安定的利用の
ための宇宙領域専門部隊の体制強化をはじめとする宇宙領域事業の推進のため
の事務官等の増員

○ 護衛艦（ＦＦＭ）等の維持整備などの体制強化のための事務官等の増員

艦の整備に従事する
事務官等（イメージ）

宇宙関連等（イメージ）

新領域を含む統合運用や従来領域に必要な防衛力の強化（１５１名）

・ 新たな領域における防衛態勢及び南西地域における防衛態勢並びに周辺海空域の防衛態勢等
の充実・強化を図るため自衛官の実員を増員し、各種事態への即応性を向上。

・ 新たな領域における体制整備を一層推進するため、限りある人員を効果的に活用し陸上自衛
隊等から統幕等へ実員の振替を実施

そ
の
他
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（単位：人）

○ 戦い方を変える装備の実現に繋がる自律制御・意思決定支援、自動識別に
係る研究及び装備研究の加速化へのＡＩ技術適用を推進するための事務官等
の増員

○ 電磁妨害、サイバー攻撃などの非物理的攻撃に対する防護の体系的な研究
の体制強化のための事務官等の増員

○ 防衛産業基盤の強化の推進や企業保全体制の強化などを図るための事務官
等の増員

○ 経済安全保障に資する事務官等の増員（事項要求）

防衛施設の建設工事
（監督業務）を行う

事務官等（イメージ）

医療現場に従事する
看護師（イメージ）

○ インド太平洋地域への関与を強化する欧州諸国などとの防衛協力・交流を推
進するための事務官等の増員

○ 那覇港湾施設をはじめとする嘉手納飛行場以南の土地の返還事業を推進する
ための事務官等の増員

○ 実行的な防衛力を構築するため、災害対策機能や情報機能の強化、デジタル
化の推進、地域コミュニティとの連携等に必要な事務官等の増員

上記のほか真に実効的な防衛力を構築するための増員（５３名）

人的基盤の強化（４２名）

○ 感染症病棟における感染症患者受け入れ体制の強化、医療従事者の働き方
改革推進に係る企画立案能力や体制を強化するための事務官等の増員

サイバーセキュリティ
業務に従事する

事務官等（イメージ）

安全保障協力の強化、日米同盟の強化（５０名）

そ
の
他

Ⅷ
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注１：１４次定員合理化計画は、令和２年度から令和６年度までの５年間が対象。
注２：上記の他、令和２年度から令和４年度要求までにおいて、業務改革に係る定員合理化と増員要求（令和２年度

160人、令和３年度301人、令和４年度127人）を実施。
注３：新たな障害者雇用の推進のための定員（30年度24人、元年度41人）は年度末定員に含み、増員には当該定員を

含まない。
注４：年度末定員には、大臣、副大臣、大臣政務官（２人）、大臣補佐官を含まない。

先端技術の研究開発をはじめとする防衛分野での技術的優越の確保や、
防衛産業基盤の強化のための体制強化等（１１６名ほか）

＜事務官等定員の変更＞

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
１３次定員合理化計画 １４次定員合理化計画

定 員 合 理 化 △262 △261 △261 △266 △266 △267

増 員 182 209 204 299 290 412

純 増 減 △80 △52 △57 33 24 －

時 限 到 来 減 等 △7 △15 △12 △12 △21 △8

年 度 末 定 員 20,974 20,931 20,903 20,924 20,927 21,064
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主要な装備品等
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主要な装備品等

区 分
令和３年度
調達数量

令和４年度

調達数量 金額(億円)

航

空

機

陸
自 多用途ヘリコプター（UH-2） 7機 13機 235

海

自

固定翼哨戒機（P-1） 3機 3機 776 (30)

救難飛行艇（US-2） 1機 ― 55 (13)

掃海・輸送ヘリコプター（MCH-101） ― 1機 59 (28)

哨戒ヘリコプター（SH-60K）の救難仕様改修 (1機) (2機) 11

多用機（UP-3D）の能力向上 (1機) (1機) 56 (10)

空

自

戦闘機 (F-35A) 4機 8機 779

戦闘機（F-35B） 2機 4機 521

戦闘機（F-2）の能力向上 (2機) (2機) 32 (163)

輸送機（C-2） 1機 1機 224 (22)

電波情報収集機(RC-2)（機体構成品） － － 45   (28)

艦

船

海

自

護衛艦 2隻 2隻 1112 (28)

潜水艦 1隻 1隻 723 (5)

掃海艦 ― 1隻 135 (1)

海洋観測艦 ー 1隻 282

音響測定艦 ー 1隻 198 (1)

共
同

中型級船舶（LSV） － 1隻 58

小型級船舶（LCU） － 1隻 44

誘
導
弾

陸

自
03式中距離地対空誘導弾（改） 1個中隊 １個中隊 136

火

器
・
車

両

等

陸

自

２０式５．５６ｍｍ小銃 3,342丁 2,928丁 8

９ｍｍ拳銃ＳＦＰ９ 297丁 303丁 0.2

60mm迫撃砲（B） 6門 12門 0.4

120mm迫撃砲 RT 11門 19門 9

19式装輪自走155mmりゅう弾砲 7両 7両 46

10式戦車 － 6両 82

16式機動戦闘車 22両 33両 234

車両、通信器材、施設器材 等 318億円 － 453

注１：３年度調達数量は、当初予算の数量を示す。
注２：金額は、装備品等の製造等に要する初度費を除く金額を表示している。初度費は、金額欄に（ ）で記載（外数）。
注３：調達数量は、令和４年度に新たに契約する数量を示す。(取得までに要する期間は装備品によって異なり、原則２年から５年の間）
注４：調達数量欄の（ ）は、既就役装備品の改善に係る数量を示す。
注５：陸自の誘導弾の金額は、誘導弾薬取得に係る経費を除く金額を表示している。
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参考資料



（注３）
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（歳出年度）

10,398
億円

平成30
年度

令和元
年度

令和2
年度

令和3
年度

令和4年度
令和5
年度

令和6
年度

令和7
年度

令和8
年度

注１：ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費等を除く。
注２：本図については、概念図であり、グラフの長短と実際のデータが必ずしも一致するものではない。
注３：装備品等の調達における長期契約など、５か年を超えて支払われる経費もある。
注４：令和３年度予算額には、１８７億円、令和４年度概算要求額には、３３４億円のデジタル庁計上分を含む。

令和9
年度以
降

平成29
年度
以前

（注３）

平成29年度以前の契約

令和元年度の契約

歳出予算 ５４，７９７億円
【人件・糧食費＋歳出化経費＋一般物件費】

平成30年度の契約

令和2年度の契約 22,517
億円

物件費（契約ベース）
38,361億円

【一般物件費＋新規後年度負担】

人件・糧食費
隊員の給与、退職金、営内での食事など
に係る経費

（注３）

（注３）

（注３）

（注３）

（注３）

新規後年度負担
令和４年度の契約（原則５年以内）に基

づき、令和５年度以降に支払われる経費

27,963
億円

物件費（事業費）
装備品の調達・修理・装備、油の購入、隊員
の教育訓練、施設整備、光熱水料等の営舎費、
技術研究開発、基地周辺対策や在日米軍駐留
経費等の基地対策経費などに係る経費

歳出化経費
令和３年度以前の契約に基づき、令和４年度
に支払われる経費

一般物件費（活動経費）
令和４年度の契約に基づき、令和４年度
に支払われる経費

後年度負担（既定分）
令和３年度以前の契約に
基づき、令和５年度以降
に支払われる経費

21,881
億円

令和3年度の契約

令和4年度の契約

防衛関係費の構造

（参考）三分類の推移



（単位：億円）

(説明)
○歳出ベース： 装備品の取得や施設整備などの事業について、当該年度に支払われる額の合計。
つまり、令和４年度の契約に基づき、令和４年度に支払われる経費（一般物件費）と、令和３年

度以前の契約に基づき、令和４年度に支払われる経費（歳出化経費）の合計。会計年度独立を原則
とする政府の歳出予算全体に防衛関係費が占める割合などを把握する上で有益な視点。

○契約ベース： 装備品の取得や施設整備などの事業について、当該年度に結ぶ契約額の合計。
つまり、令和４年度の契約に基づき、令和４年度に支払われる経費と、令和５年度以降に支払わ

れる経費（新規後年度負担）の合計。防衛力整備に関する各年度の事業について、各事業単位で経
費の総額などを把握する上で有益な視点。

令和４年度 歳出ベース 契約ベース

物件費 ３２，９１５ ３８，３６１

歳出化経費 ２２，５１７

一般物件費（活動経費） １０，３９８ １０，３９８

新規後年度負担 ２７，９６３

防衛力整備においては、艦船や航空機等の主要な装備の調達、また、格納庫・隊舎等の建設など、複
数年度を要するものが多い。このため、複数年度に及ぶ契約（原則５年以内）を行い、将来の一定時期
に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束をする。

後年度負担とは、このような複数年度に及ぶ契約に基づき、契約の翌年度以降に支払われる経費。

（例） １００億円の装備を４年間に及ぶ契約で調達する場合
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令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

↓
一部支払

（１０億円）

一般物件費

↓
一部支払

（１０億円）

歳出化経費

↓
一部支払

（２０億円）

歳出化経費

↓
残額支払

（６０億円）

歳出化経費

後年度負担額（９０億円）

契約額（１００億円）

契約 納入

物件費の内訳と分類

後年度負担の考え方

（参考）物件費（事業費）の内訳
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[19.0]
10,398
｛459｝

[41.1]
22,517

｛3,140｝

[39.9]
21,881
｛△37｝

[  ] ：歳出予算の構成比（％）
｛ ｝：対前年度増△減額

億円

平成30年度 令和元年度

49,388
{392}

[20.1]
9,949

｛△21｝

[35.6]
17,590
｛226｝

[44.2]
21,850
｛187｝

令和3年度

[19.6]
9,808

｛△141｝

[36.8]
18,431
｛841｝

[43.6]
21,831

｛△19｝

歳出化経費

一般物件費（活動経費）

人件・糧食費

50,070
{682}

（参考）三分類の推移

令和2年度

51,235
{547}

[19.4]
9,939
｛14｝

[37.8]
19,377
｛41｝

[42.8]
21,919
｛493｝
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注１：ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策に係る経費等を除く。

注２：令和３年度予算額には、１８７億円、令和４年度概算要求額には、３３４億円のデジタル庁計上分を含む。

[19.6]
9,926

｛118｝

[38.1]
19,336
｛905｝

[42.3]
21,426

｛△405｝

50,688
{618}

令和4年度
概算要求

54,797
{3,562}

三分類の推移



（参考）物件費（事業費）の内訳

項 目
令 和 ３ 年 度

予 算 額

令 和 ４ 年 度

概 算 要 求 額

対前年度

増△減額

維持費等

・油購入費

・修理費

・教育訓練費

・医療費等

・営舎費等（光熱水料、燃料費等）

４，３１０

７８１

１，９８８

２６８

２８１

９９１

４，４１８

９６０

１，９５７

２７５

２７６

９４９

１０９

１７９

△３１

７

△４

△４２

基地対策経費等

・基地周辺対策経費

・在日米軍駐留経費負担

・施設の借料、補償経費等

４，０４６

７９８

１，８３９

１，４０９

４，１４４

８２９

１，８５２

１，４６３

９８

３１

１３

５４

研究開発費 ２６７ ３０１ ３４

装備品等購入費等 ３１５ ４４３ １２８

施設整備費等 ３５５ ４０４ ４９

その他（電子計算機等借料等） ６４７ ６８９ ４２

合 計 ９，９３９ １０，３９８ ４５９

注１：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費を除く。
注２：令和３年度予算額には、４９億円、令和４年度概算要求額には、１２７億円のデジタル庁計上分を含む。

（単位：億円）

維持費等

4,418

〔42.5%〕

基地対策経費等

4,144

〔39.8%〕

研究開発費

301

〔2.9%〕

装備品等購入費等

443

〔4.3%〕

施設整備費等

404

〔3.9%〕

その他

689

〔6.6%〕

一般物件費

令和４年度概算要求額

１０，３９８億円

単位：億円、％
〔 〕：構成比
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一般物件費（活動経費）の内訳



（参考）物件費（事業費）の内訳

維持費等

8,941

〔39.7%〕

基地対策経費等

611

〔2.7%〕

研究開発費

1,138

〔5.1%〕

装備品等購入費

5,238

〔23.3%〕

航空機購入費

2,978

〔13.2%〕

艦船建造費等

1,925

〔8.5%〕

施設整備費等 1,574

〔7.0%〕

その他

112

〔0.5%〕

（単位：億円）

歳出化経費

令和４年度概算要求額

２２，５１７億円

項 目
令 和 ３ 年 度

予 算 額

令 和 ４ 年 度

概 算 要 求 額

対前年度
増△減額

維持費等 ７，２９９ ８，９４１ １，６４２

修理費 ６，９３６ ８，６９８ １，７６３

教育訓練費等 ３６４ ２４３ △１２１

基地対策経費等 ５７２ ６１１ ４０

研究開発費 ８６６ １，１３８ ２７２

装備品等購入費 ４，７９７ ５，２３８ ４４１

航空機購入費 ２，９８８ ２，９７８ △１０

艦船建造費等 １，０８７ １，９２５ ８３８

施設整備費等 １，６７４ １，５７４ △１００

その他（電子計算機等借料等） ９４ １１２ １８

合 計 １９，３７７ ２２，５１７ ３，１４０

単位：億円、％
〔 〕：構成比
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注１：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費等を除く。
注２：令和３年度予算額には、１３７億円、令和４年度概算要求額には、２０７億円のデジタル庁計上分を含む。

歳出化経費の内訳



（単位：億円）

維持費等

16,023

〔41.8%〕

基地対策経費等

4,822

〔12.6%〕

研究開発費

3,257

〔8.5%〕

装備品等購入費

5,892

〔15.4%〕

航空機購入費

3,089

〔8.1%〕

艦船建造費等

2,602

〔6.8%〕

施設整備費等 1,848

〔4.8%〕

その他

829

〔2.2%〕

物件費（契約ベース）

令和４年度概算要求額

３８，３６１億円

項 目
令 和 ３ 年 度

予 算 額

令 和 ４ 年 度

概 算 要 求 額

対前年度
増△減額

維持費等 １５，４５６ １６，０２３ ５６７

油購入費 ７８１ ９６０ １７９

修理費 １２，６７９ １３，１９９ ５２０

教育訓練費等 １，９９６ １，８６３ △１３３

基地対策経費等 ４，６７８ ４，８２２ １４４

研究開発費 ２，１１６ ３，２５７ １，１４１

装備品等購入費 ５，０６２ ５，８９２ ８３０

航空機購入費 ２，２９０ ３，０８９ ７９９

艦船建造費等 １，７２４ ２，６０２ ８７７

施設整備費等 １，８７２ １，８４８ △２３

その他（電子計算機等借料等） ８３３ ８２９ △３

合 計 ３４，０２９ ３８，３６１ ４，３３２

（参考）物件費（事業費）の内訳

単位：億円、％
〔 〕：構成比
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注１：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費を除く。
注２：令和３年度予算額には、２６６億円、令和４年度概算要求額には、３３６億円のデジタル庁計上分を含む。

物件費（契約ベース）の内訳



区 分
令和３年度
予 算 額

令和４年度
概算要求額

対前年度
増△減額

対前年度
伸 率

合 計 ５１，２３５ ５４，７９７ ３，５６２ ７．０

防 衛 省 ５１，０４８ ５４，４６３ ３，４１５ ６．７

（防 衛 本 省） ４９，４２７ ５２，５００ ３，０７３ ６．２

陸 上 自 衛 隊 １８，２０１ １８，２６６ ６５ ０．４

海 上 自 衛 隊 １３，０４６ １４，０９２ １，０４７ ８．０

航 空 自 衛 隊 １１，２０４ １２，７１５ １，５１１ １３．５

小 計 ４２，４５０ ４５，０７３ ２，６２３ ６．２

内 部 部 局 ５，１０２ ５，２６９ １６６ ３．２

統 合 幕 僚 監 部 ６９４ ９０２ ２０８ ２９．９

情 報 本 部 ７５８ ８１９ ６１ ８．０

防 衛 大 学 校 １５０ １７２ ２２ １４．６

防衛医科大学校 ２４４ ２３５ △９ △３．８

防 衛 研 究 所 ２３ ２５ ２ ９．０

防 衛 監 察 本 部 ６ ６ ０ ８．６

小 計 ６，９７７ ７，４２７ ４５０ ６．４

（地 方 防 衛 局） ２０１ ２０３ １ ０．７

（防 衛 装 備 庁） １，４２０ １，７６１ ３４１ ２４．０

内 閣

（内 閣 官 房） １７３ - △１７３ 皆減

デ ジ タ ル 庁

（デ ジ タ ル 庁） １４ ３３４ ３２０ 約２５倍

（単位：億円、％）
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注１：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費等を除く。
注２：デジタル庁・各府省共同プロジェクト型システム及び各府省システムに係る経費については、デジタル庁

で計上している（令和３年度のデジタル庁設置までの期間の経費は、内閣官房で計上）

機関別内訳

（参考）物件費（事業費）の内訳



注１：計数は歳出ベース（一般物件費＋歳出化経費）であり、＜ ＞内は契約ベースである。

注２：令和４年度概算要求額には、０．４億円のデジタル庁計上分を含む。

（単位：億円、％）
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< ４,６７８ > < ４,８２２ > < １４４ > < ３.１ >
４,６１８ ４,７５５ １３７ ３.０

< １,１６３ > < １,１９４ > < ３１ > < ２.７ >
１,１５３ １,２０２ ４９ ４.３

< ５１３ > < ５１４ > < １ > < ０.２ >
５２２ ５２３ １ ０.２

< ６５０ > < ６８１ > < ３０ > < ４.７ >
６３０ ６７９ ４８ ７.７

< ２,０１７ > < ２,０２９ > < １２ > < ０.６ >
２,０１７ ２,０３２ １５ ０.７

１,５３８ １,５４６ ７ ０.５

労 務 費 １,２９４ １,３０４ １０ ０.８

光 熱 水 料 等 ２３４ ２３１ △　　４ △　１.６

訓 練 移 転 費 １０ １１ １ ７.０

< ２１７ > < ２２５ > < ８ > < ３.６ >
２１８ ２２９ １１ ５.１

２６１ ２５８ △　　４ △　１.４  社会保険料事業主負担分等

< １,４９７ > < １,５９８ > < １０１ > < ６.８ >
１,４４７ １,５２１ ７３ ５.１

令和３年度

予　算　額

令和４年度

概算要求額

対前年度

増△減額

 在日米軍施設（隊舎、家族住宅

 等）の整備

 飛行場等周辺の住宅防音工事の

 助成

提 供 施 設 の 整 備

基 地 従 業 員 対 策 等

(３) 施設の借料、補償経費等

 防衛施設用地等の借上げ及び

 漁業補償等

特 別 協 定

 在日米軍に勤務する従業員の

 給与費の負担

 在日米軍施設で使用する光熱

 水料等の負担

 硫黄島での米空母艦載機着陸

 訓練に伴う経費の負担

(２) 在 日 米 軍 駐留 経費 負担

住 宅 防 音

 生活環境施設等の整備の助成等

 （河川・道路改修、学校防音、

   砂防ダム及び民生安定施設の

   整備等）

周 辺 環 境 整 備

基 地 対 策 等 の 推 進

(１) 基 地 周 辺 対 策 経 費

区　　　　　　　分 備　　　　考
対前年度

伸  　率

基地対策等の推進

（参考）物件費（事業費）の内訳



空 白
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